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成果重視事業評価書

平成２０年８月

評価対象（事業名） 監督・安全衛生等業務の業務・システム最適化事業
主管部局・課室 労働基準局労災補償部労災保険業務室システム最適化推進室
関係部局・課室 労働基準局総務課
関連する政策体系

基本目標 ⅩⅡ 国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること

施策目標 １ 電子政府推進計画を推進すること

施策目標 １－１ 行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せ
た業務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行
政運営の簡素化、効率化を図ること

個別目標１ 利用者視点に立ったオンライン利用を促進すること

個別目標２ 全体最適を目指した業務・システム最適化を推進すること

１．現状・問題分析
電子政府構築計画（平成１５年７月１７日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会

。 ） 「 」 、議決定 平成１６年６月１４日一部改定 の 個別業務・システムの最適化 において
最適化対象とする「個別府省業務・システム」の一つとして、監督・安全衛生等業務の
業務・システムは最適化計画を策定することとされた。

平成１８年３月２９日 「監督・安全衛生等業務の業務・システムの見直し方針 （平、 」
成１７年６月２１日厚生労働省情報政策会議決定)を踏まえ 「監督・安全衛生等業務、
の業務・システム最適化計画」を策定した。

今後、同計画に沿った取組を進めていく必要がある。

２．事業の内容
（１）事業の実施主体

実施主体：国、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

（２）事業の内容（概要）
１ 相談業務の効率化のための対応

（１）府省共通業務・システムである「苦情・相談対応業務」の業務・システムの最適
化の動向を踏まえ、府省共通業務・システムを積極的に活用する。

（２）労働相談窓口支援システムを構築する。
（３）録音音声等で対応する機能や、インターネットを利用したホームページの画面案

内（ＦＡＱの掲載等）により３６５日２４時間対応が可能なシステムを構築する。
２ 免許管理業務の集中化等

免許管理業務の集中化を行い、免許証の作成を自動化する。
３ 手作業業務のシステム化

労働基準関係法令違反の申告に対する申告処理業務、未払賃金立替払業務、特定機
械管理等業務などの手作業業務をシステム化する。

※参考：厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/sinsei/torikumi/03/index.html

（３）事業計画期間
平成１８年度～平成２２年度

（整理番号６）
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（４）予算
一般会計・年金特会・労働保険特会・その他（ ）
予算額（単位：百万円） Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

0 921 770 4,494 4,518
※「Ｈ２１」については予算概算要求額

予算執行の弾力化措置
国庫債務負担行為 ・ 繰越明許費 ・ 目間流用の弾力化 ・ 目の大括り化

３．目標等
定量的な目標

目標期間：平成１８年度～２２年度
削減経費：年間 １９億円程度（試算値）
削減業務処理時間：６，７５４人日（試算値）

目標設定の考え方
「電子政府構築計画 （平成１５年７月１７日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連」

絡会議決定。平成１６年６月１４日一部改定）に基づき、平成１６年度に費用対効果を
踏まえた刷新可能性調査を実施した内容を踏まえ、目標設定を行った。
本事業における具体的な手段と目標の因果関係

相談対応業務の効率化、免許管理業務の集中化、手作業業務のシステム化、各業務、
、 （ ）システム及び組織間の情報連携の最適化を実施することにより 年間１９億円 試算値

程度の経費削減、年間延べ６，７５４人日（試算値）分の業務処理時間の短縮効果が見
込まれる。

このことにより、職員の業務効率化による国民に対するさらなる利便性の向上が実現
できる。
目標の達成度合いの判定方法・基準

達成度合い 目標達成率（実績値／目標値） 評価
Ａ １００％以上 有効
Ｂ ９０％以上１００％未満 概ね有効
Ｃ ５０％以上９０未満 有効性の向上が必要
Ｄ ５０％未満 有効性に問題あり

４．評価指標
アウトカム指標 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

１削減経費 目標 － なし なし なし
（単位：千円） 実績 － なし なし なし

達成度合い － － －
２削減業務処理時間 目標 － なし なし なし
（単位：時間） 実績 － なし なし なし

達成度合い － － －
３ オンライン申請利用率 目標 － 別添の１ 別添の１ 別添の１

（単位：％） （１）③ （１）③ （１）③
参照 参照 参照

実績 － 別添の１ 別添の１
（１）③ （１）③
参照 参照

達成度合い － Ｄ Ｄ
(調査名・資料出所、備考）

・指標１～３は 「最適化効果指標・サービス指標一覧（監督・安全衛生等業務 （２、 ）」
（ ） 。 。）００７年 平成１９年 ８月２３日厚生労働省行政情報化推進会議決定 別添参照

による。
事業開始が平成１８年度からのため、平成１７年度の数値の記載はなし。

・指標１は、２００９年度（平成２１年度）より、指標２は２０１１年度（平成２３年
度）より目標設定を行い、効果が発現する予定である。

・指標３の数値は、以下の計算式により算出した。
【計算式】オンライン申請利用率＝オンライン申請件数／全申請件数×１００

（整理番号６）
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（整理番号６）

５．評価
（１）総合的な評価（主に有効性及び効率性の観点から）
１ 削減経費

平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。

２ 削減業務処理時間
平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。

３ オンライン申請
利用促進策を推進した結果、利用率が前年度に比べ概ね向上したが、目標値達成に

は至らなかった。

（２）その他(上記の他、予算執行の弾力化措置により得られた効果、公平性、優先性等
評価すべき視点がある場合に記入)

１ 労災保険給付業務と一体的に最適化に取り組んでいることは評価できる。一方、一
般競争入札によるハードウェア等納入事業者の調達において、再度入札説明会を実施
する等、調達手続において時間を要したところである 「情報システムに係る政府調。
達の基本指針」に示される手続を着実に実施することができるよう、十分に余裕をも
ったスケジュールを確保する必要がある。

２ 最適化実施に係る他システムとの連携事項の検討については、前年度からの十分な
進展が見られないため、今後、一段の取組が必要である。

３ オンライン利用促進については、周知・広報等の取組は評価できるが、目標達成に
は至っていないことから、より実効性のある取組について検討し、実施する必要があ
る。

（３）政策等への反映の方向性
１ 平成２１年度予算については、国庫債務負担行為等に基づき、所要の予算を要求す

る。

２ オンライン申請の利用促進については、 年度更新期間における一部の労働局内の
申請窓口に、電子申請の体験コーナーを試行的に実施した結果を踏まえ、対策を検討
する等、引き続き促進策を推進する。

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

なし。
②各種政府決定との関係及び遵守状況
電子政府構築計画
II ＩＴ化に対応した業務改革

１ 業務・システムの最適化
（２） 個別府省業務・システム

「個別府省業務・システムについて （２００４年（平成１６年）２月１０」
日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議報告）に掲げる個別府省業務・
システムについては、２００５年度末（平成１７年度末）までのできる限り早

、 、 。 、期に 各府省において 各業務・システムに係る最適化計画を策定する なお
個別府省業務・システムについては、業務・システムの分析状況等を踏まえつ
つ、各府省において、適宜、追加等の見直しを行う。

特に、いわゆる旧式（レガシー）システムについては、当該システムを保有
する府省において、次の事項を踏まえつつ、上記の各業務・システムに係る最
適化計画の一環として、各府省ごとの「レガシーシステム見直しのための行動
計画（アクション・プログラム 」に基づき、引き続き必要な見直しを行う。）
① 刷新可能性調査を通じ、

・汎用パッケージソフトウェアの利用
・オープンシステム化
・ハードウェアとソフトウェアのアンバンドル化（分離調達）
・随意契約から競争入札への移行
・データ通信サービス契約の見直し
・国庫債務負担行為の活用
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（整理番号６）

の可能性について検討する。
② システムの構成、調達方式等の見直し及び徹底した業務改革により、大
幅な費用低減及び業務運営の合理化を図る。システムに係る費用について
は、システム開発費用、保守等の維持運用費用に加え、通信費、施設利用
費など当該システムの開発、運用期間を通じて必要となる費用全体を踏ま
えて検討するものとする。

③ 他府省の事例や国内外の先行事例、成功事例を収集・分析し、システム
の効果的な見直しを図る。

④ 関係する政府内、民間、諸外国のシステムとの相互運用性を確保する。
⑤ システムの刷新による投資対効果を明らかにする。

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況
なし。

④会計検査院による指摘
なし。

⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
なし。



１　最適化効果指標

(1) 最適化共通効果指標 ※１

①削減経費（単位：千円）

削減経費の内訳（最適化実施内容単位の効果指標（単位：千円））

最適化効果指標・サービス指標一覧

（監督・安全衛生等業務）

削減経費（実績値）（(a)-(c)） － － －

最適化実施後の経費(実績値）(c) － － －

331,456

最適化実施後の経費(試算値）(b) － － －

削減経費（目標値）（(a)-(b)） － － －

最適化実施前の経費(a) 331,456 331,456 331,456

－

イ．局・署サーバの集中管理 初年度目 ２年度目 ３年度目

2006年度 2007年度 2008年度

削減経費（実績値）（(a)-(c)） － －

最適化実施前の経費(a) 710,325 710,325

削減経費（目標値）（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(実績値）(c) － －

－ －

710,325

最適化実施後の経費(試算値）(b) － － －

710,325

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

358,884

－

351,441

ア．OCIR端末（文字・画像読取装
置）の汎用化

初年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

－

４年度目

331,456

2009年度

0

－ － － 3,184,673

－ － － 1,941,680

－ － －

5,126,353 5,126,353 5,126,353

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

削減経費（実績値）（(a)-(c)）

全体 初年度目 ２年度目 ３年度目

最適化実施前の経費(a)

最適化実施後の経費(試算値）(b)

４年度目

5,126,353

削減経費（目標値）（(a)-(b)）

最適化実施後の経費(実績値）(c)

－ － －



②削減業務処理時間（単位：時間）

削減業務処理時間の内訳（最適化実施内容単位の効果指標（単位：時間））

削減経費（実績値）（(a)-(c)） － － －

全体 2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

※１　削減経費は全体の数値が総額となるものである。ア～エの内訳については、各項目ご
　　とに算出される削減経費を記載したものである。ア～エの総和が全体の数値を超えるの
　　は、一部数値が重複して計上されているためである。

時　間 168,754

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

527,356 358,506 168,850

114,722 54,032

921,527

最適化実施後の経費(実績値）(c) － － －

削減経費（目標値）（(a)-(b)） － － －

1,913,570

最適化実施後の経費(試算値）(b) － － － 992,043

最適化実施前の経費(a) 1,913,570 1,913,570 1,913,570

エ．他システムとのネットワーク、
端末の共有・一元化及びデータ連携
の強化

初年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

－

1,358,192

最適化実施後の経費(試算値）(b) － － － 553,752

最適化実施前の経費(a) 1,358,192 1,358,192 1,358,192

４年度目

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

ウ．専用端末の汎用化 初年度目 ２年度目 ３年度目

時　間 40,000 25,000

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

125,000 78,125

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

15,000

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

804,440削減経費（目標値）（(a)-(b)） － － －

－

ア．相談業務
効率化のため
の対応

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

－－最適化実施後の経費(実績値）(c) －

削減経費（実績値）（(a)-(c)） －

46,875



削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

14,856 9,900

4,754

時　間 17,312

19,175 6,400

オ．各業務、
組織間の情報
共有

2005年度 2009年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

時　間 6,136 2,048

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

2009年度

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

54,100 44,400 9,700

14,208 3,104

カ．外部情報
収集の充実

2005年度

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

時　間 7,922

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

24,756

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

エ．検索処理
機能の向上等

2005年度 2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

86,184

269,325

62,312

194,725

2011年度

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

時　間

ウ．手作業業
務のシステム
化による業務
効率化

2005年度

23,872

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

金額換算（千円）
(3,125円/時間)

35,000 20,000 15,000

最適化実施前の
業務処理時間

(a)

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

削減業務処理
時間（実績値）
（(a)-(c)）

2009年度

最適化実施後の
業務処理時間
(試算値）(b)

12,775

4,800

3,168

削減業務処理
時間（目標値）
（(a)-(b)）

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

74,600

4,088

最適化実施後の
業務処理時間
(実績値）(c)

時　間 11,200 6,400

イ．労働安全
衛生法に基づ
く免許管理業
務の集中化等

2005年度



③オンライン申請利用率（単位：％）

【計算式：「オンライン申請件数」／「全申請件数」×100】

※但し、全申請件数の数字は推計値（暦年の数字）によるもの。

0.035

20

2010

初年度目 ２年度目 ３年度目

761件÷281，000 1,533÷460,000

0.3330.271

5 10

2008年度2006年度 2007年度

実績値

目標値

20/182，000/ 718件÷182，000

算出式

オンライン申請手続名

就業規則（変更）届
19/281，000/

最適化実施前

3×4

2005年度

0.009

81÷230,000

１年単位の変形労働時間
制に関する協定届

目標値 5

実績値 0.015 0.395

算出式

時間外・休日労働に関す
る協定届

目標値 5

実績値 0.053 0.093

算出式
337/840，000/ 778件÷840，000

3×4

10 20

1,329÷1,000,000

0.133

3×4

10 20

3×4

0/132，000/ 11件÷132，000

0.015
労働者死傷病報告

目標値 5

実績値 0 0.008

算出式
20÷132,000




